
地下街等地下空間利用施設の安全対策等に関する実態調査 
の結果に基づく勧告に対する改善措置状況 
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 ○勧告先：総務省(消防庁)、国土交通省  
 ○勧告日：平成28年4月12日  
 ○回答日：平成28年11月10日～11月15日 

 ○   市町村に対し、協議会等への構成員の確保や連携した効果的な避 

  難訓練の実施等について一層の働きかけや情報提供を行うよう助言 

   
 
 
 
 
 
 
 

 ○ 市町村に対し、避難訓練の結果等を踏まえ、連絡体制を見直した 

    例など取組に関する情報提供 

   

主な勧告（調査結果）  

 

○ 地下街の所有者・管理者に対す
る協議会への参加促進等について
市町村に助言 

○ 「地下街等に係る避難確保・浸
水防止計画作成の手引き」を改定
し、関係する施設全体が連携して
訓練を実施する旨を追加 

（国土交通省） 

 

○ 火災対策に係る連絡体制につい
て訓練の結果等を踏まえた見直し
が行われた事例等を調査。その結
果を情報提供するとともに、当該
事例を活用して地下街等の火災対
策の向上を図るよう市町村に通知 

 （総務省） 

 

   

主な改善措置状況 

１ 地下空間ネットワークとしての安全対策の推進 

地下空間ネットワークを構成する一部の施設管理者が協議会に参加しておらず、浸水 

対策に支障のある例あり 

 ・管理者が参加していない施設の地上出入口等の状況の把握が困難 

 

浸水対策に係るネットワークとしての避難訓練の実施は少数 

 ・協議会では、施設管理者間の調整に苦慮しており、地方公共団体の支援等を求める   

    意見あり 

緊急時において連絡完了までに時間を要した等、課題のあった連絡体制を見直した例 

あり 

 ・火災発生時において連絡担当者が連絡設備の使用方法に慣れていなかったことなど 

  から、一部の施設管理者への連絡が火災鎮火後となったため、通報テストを徹底  

  するとともに、連絡のバックアップ体制を構築 

平成28年11月25日 



2 

３ 法令に基づく地下街等の安全対策の実施 

  

 ○ 市町村に対し、施設管理者による計画作成促進に向けた助言       
  水防法に基づく、施設管理者による避難確保・浸水防止計画の作成は低調 

    ・避難確保・浸水防止計画作成済み43％（467/1,084施設。平成26年度末現在。国土 

    交通省調査）                                     
 

○ 施設管理者へ必要な指示を

行うよう、市町村に助言 

（国土交通省）   

○ 浸水防止用設備の設置、運

用、維持管理点検、補修等の

実施に関するガイドラインを

作成し、施設管理者に周知す

るよう市町村に助言 

（国土交通省）     

２ 地下街等の安全対策に関する設備の整備・運用  

  
 ○ 市町村に対し、連携して止水板等を設置・運用することについ 

  てのより具体的な情報提供を施設管理者に行うよう助言 

    

   

主な勧告（調査結果） 

主な改善措置状況 

主な改善措置状況 

主な勧告（調査結果） 

 設置が必要な出入口に止水板が未設置等、連携した浸水対策に支障のある例あり 

（6施設） 

   ・地下駅の接続ビルの出入口の中には、必要な止水板が一部未設置のものあり 

   （地下駅へ浸水の影響が及ぶおそれあり） 

  



地下街等地下空間利用施設の安全対策等に関する実態調査の結果に基づく勧告に対する 

改善措置状況（1回目のフォローアップ）の概要 
 

【調査の実施時期等】 

1 実施時期 平成 26年 12月～28年 4月 

2 対象機関  

調査対象機関：総務省（消防庁）、国土交通省 

関連調査等対象機関：市町村（10）、事業者等 

【勧告年月日及び勧告先】 

平成 28年 4月 12日  総務省（消防庁）、国土交通省 

【回答年月日】 

総務省（消防庁）  平成 28年 11月 15日   国土交通省  平成 28年 11月 10日  

 

【調査の背景事情等】 

 

  

○ 地下街は、公共の用に供される地下歩道と複数の店舗等が一体となった地下空間利用施設であり、不特定多数の者が利用する空間として、地上

の混雑緩和や地下の有効活用、利用者の利便性や回遊性の向上等の役割を担う。 

○ 一方、平成 11 年 6 月、豪雨により博多駅地下街（福岡市）を含む市街地一帯が浸水し、地下鉄の運休や地下街の従業員 1 名が死亡する等の被

害が発生。さらに、近年、台風による大雨やいわゆるゲリラ豪雨と呼ばれる局地的短時間の豪雨が多く発生している中、平成 25 年 9 月には栄地

下街（名古屋市）において浸水被害が発生しており、27年 2月には札幌駅前通地下歩行空間に接続するビルの地階に所在する飲食店で火災が発生

し、火災で発生した煙が当該地下歩行空間に流入し、歩行空間が一時閉鎖される事態が発生 

○ 地下空間利用施設においては、消防法や水防法に基づき、個々に安全対策が講じられているが、火災や浸水等による他の施設への被害の拡大を

防止するため、施設管理者等の必要な連携の下、ネットワークとしての利用者の安全確保対策が重要 

○ この調査は、以上のような状況を踏まえ、地下街等地下空間利用施設における利用者の安全の確保を図る観点から、地下空間におけるネットワ

ークの形成状況やネットワークにおける災害発生時の安全対策の実態を明らかにし、関係行政の改善に資するために実施 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
1 地下空間ネットワークにおける安全対策の実施状況 

  地下空間ネットワークとしての安全対策の推進 

（勧告要旨） 

① 市町村に対し、協議会等における取組をより効果的かつ円滑なも

のとするため、協議会の構成員の確保、連携した訓練の結果等の検

証を踏まえた連絡体制の必要な見直し及び連携したより効果的な避

難訓練等について、協議会等に対する一層の働きかけや情報提供を

行うよう助言すること。（国土交通省） 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 水防法（昭和 24 年法律第 193 号）（注）第 15 条の 2 により、地下街等

の所有者又は管理者は、施設の利用者の洪水時の避難の確保及び施設への

浸水の防止を図るために必要な訓練等に関する避難確保・浸水防止計画を

単独で又は共同して作成しなければならないとされている。 

（注） 水防法は、平成 27 年 5月に改正されているが、本調査は、原則と

して平成 27 年 5月の改正前の水防法の状況について調査。 

 

○ 国土交通省は、地方公共団体に対し、「地下街・地下鉄及び接続ビル等

における防災・減災対策の推進について（通知）」（平成 26年 4月 25日付

け国水環防第 2 号各都道府県知事宛て国土交通大臣通知。以下「平成 26

年地下街等防災対策通知」という。）を発出し、市町村は、共同して避難

確保・浸水防止計画を作成する地下街・地下鉄及び接続ビル等に対し、計

画検討や連絡調整の場としての協議会の設置を促すことが望ましいとし

ている。 

 

 

 

 

（国土交通省） 

→ 協議会に参加していない地下街等の所有者や管理者に対する協議会へ

の参加促進、訓練の実施及び訓練の結果等の検証を踏まえた連絡体制の

強化を図ることについて、市町村に助言するよう都道府県宛てに通知を

発出した（「地下街等における避難確保・浸水防止の取組の強化について

（通知）」（平成28年8月30日付け国水環防第8号国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課水防企画室長通知。以下「室長通知」という。））。 

  また、平成28年8月に「地下街等に係る避難確保・浸水防止計画作成の

手引き」を改定し、「情報伝達訓練を実施し、連絡体制を検証し、伝達手

段や連絡系統の見直しを行うこと」や、「訓練の実施等の調整にあたって

は関係地方公共団体の協力等を得つつ、計画対象区域内の施設が連携し

て実施できるよう配慮する」ことを関係箇所にそれぞれ追記した。 

 さらに、平成28年8月に連携したより効果的な避難訓練が実施されてい

る大阪市地下空間浸水対策協議会やゼスト御池（京都府）における先進

事例についても、国土交通省ホームページにおいて周知した。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
＜調査結果の概要＞ 

○ 調査対象 25 協議会のうち、浸水対策を目的とした協議会の中には必要

な構成員が確保されていないものが 1協議会（未参加 14施設） 

○ 未参加となっている施設管理者等は、浸水対策は各施設の必要に応じて

それぞれの施設が考えるべきであるなどとしており、地下空間ネットワー

ク全体における安全対策の必要性についての認識が不十分 

 

 

（勧告要旨） 

② 市町村に対し、施設管理者等において連携した訓練の結果等を踏

まえ連絡体制の必要な見直しが行われている例などの取組に関する

情報の提供を行うこと。（総務省） 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 8 条及び第 8 条の 2 に基づき、防

火対象物の管理について権原を有する者は、防火管理者等を定め、当該防

火対象物について消防計画の作成、消防計画に基づく消火、通報及び避難

の訓練等を行わせなければならないとされている。 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 連絡設備の使用に習熟していない等の理由により、火災発生時に迅速な

連絡が行われていなかった例あり（当該地下鉄駅では、この教訓を踏まえ、

連絡設備の確認、通報テストの徹底及び連絡のバックアップ体制の構築を

行っている。） 

○ 火災発生時に接続施設に対し、迅速な連絡が行われていなかった例あり

（本件を踏まえ、火災が発生した地下空間ネットワークにおいては、災害

 

（総務省） 

→ 地下街等（71か所）が所在する消防本部を対象として、火災対策に係

る連絡体制について訓練の結果等を踏まえた見直しが行われた事例等の

調査を行う旨を通知し（「「地下街等地下空間利用施設の安全対策等に関

する実態調査の結果に基づく勧告」を受けた対応について（依頼）」（平

成28年4月12日付け消防予第142号））、平成28年7月末に調査結果を取りま

とめた。 

  これを踏まえ、上記の消防本部に対して、取りまとめた調査結果（事

例）を情報提供するとともに、地下街等の施設管理者等への指導等にお

いて当該事例を活用し、地下街等の火災対策の向上を図るよう通知した

（「「地下街等の火災対策に係る連絡体制の向上に係る取組事例調査」の

結果について（通知）」（平成28年8月29日付け消防予第261号））。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
時における通報連絡等を迅速、的確に実施し、人命、財産の被害を軽減す

ることを目的とした協議会が設置されている。） 

 

（勧告要旨） 

③ 平成27年5月の水防法の改正及びそれに伴い講じた措置について、

地下街等を含む地下空間ネットワークにおける対応状況を把握する

とともに、その結果を踏まえた必要な措置を講ずること。（国土交通

省） 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 平成 27 年 5 月の水防法の改正では、従来の洪水（外水）のみを対象と

した浸水想定区域に加え、雨水出水（内水）及び高潮を対象とした浸水想

定区域の設定や利用者の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止に係

る計画を作成しようとする場合における、連続する施設の所有者等からの

意見聴取等が新たに追加 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 国土交通省は、地方整備局、都道府県、市町村、地下街管理者等に対す

る説明会を開催し、協議会による避難確保・浸水防止計画の作成、訓練等

の実施について、先行事例を示しつつ要請 

○ 「地下街・地下鉄及び接続ビル等における防災・減災対策の推進につい

て（通知）」（平成 27 年 8 月 27 日付け国水環防第 18 号各都道府県知事宛

て国土交通大臣通知）を発出し、都道府県を通じて地下街・地下鉄及び接

続ビル等の施設管理者等に対し、協議会の設置に向けた調整を実施するよ

う要請 

 

 

 

（国土交通省） 

→ 平成27年5月の水防法の改正及びそれに伴い講じた措置について把握

するため、平成28年3月末時点の避難確保・浸水防止計画の作成状況、協

議会の設置、参加及び訓練の実施状況について調査を実施した。 

調査結果を踏まえ、連続施設との連携の強化の促進、避難確保・浸水

防止計画作成の支援について市町村に助言するよう都道府県宛てに室長

通知を発出した。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
 

2 地下街等の安全対策に関する設備の整備・運用状況 

（勧告要旨） 

国土交通省は、地下空間ネットワークにおける浸水に係る利用者の

安全を確保するため、施設管理者等における連携した適切な止水板等

の浸水防止設備の設置及び運用の在り方についてのより具体的な情報

を市町村に示すとともに、市町村に対し、適切な浸水防止対策の実施

について、施設管理者等に対する働きかけや情報提供を行うよう助言

する必要がある。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国土交通省は、平成 13 年度に「地下空間における浸水対策ガイドライ

ン」を作成し、「不特定又は多数の者が利用する地下空間における技術的

基準」において、地上からの浸水開始時刻を遅延させることや、地下空間

における浸水の上昇速度を低減させるため、地下への流入口のマウンドア

ップ、防水板（止水板）の設置、土のうの設置等の措置により、避難可能

なルートを確保することとしている。 

○ また、「地下街等に係る避難確保・浸水防止計画作成の手引き（案）」に

おいて、止水板等の設置基準として、止水板等の設置時期や場所を例示 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 浸水が発生した場合、他の接続する施設に影響が及ぶおそれや迅速な対

応ができないおそれがあるものがみられるなど、施設管理者等間の連携が

十分に図られておらず、地下空間ネットワークとしての安全対策が十分と

なっていない例あり 

 

 

（国土交通省） 

→ 地下街等の所有者又は管理者による浸水対策の推進に資するため、浸

水防止用設備の設置、運用、維持管理点検、補修等の実施に関する「地

下街等における浸水防止用設備整備のガイドライン」を作成し、平成28

年8月30日に国土交通省ホームページに掲載するとともに、市町村に対し

て地下街等の所有者又は管理者に周知するように、都道府県宛てに室長

通知を発出した。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
 

3 法令に基づく地下街等の安全対策の実施 

（勧告要旨） 

① 国土交通省は、市町村に対し、市町村地域防災計画において名称

及び所在地を定めるべき施設の設定に必要なより具体的な情報を提

供すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国土交通大臣又は都道府県知事は、水防法第 14 条第 1 項に基づき、同

法第 10条第 2項、第 11条第 1項等により指定した河川について、浸水想

定区域を指定 

○ 市町村防災会議等は、同法第 15 条第 1 項第 3 号イに基づき、浸水想定

区域内の施設のうち、利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪

水時の浸水の防止を図る必要があると認められる地下街等については、市

町村地域防災計画に当該施設の名称及び所在地を定めることとされてい

る。 

○ 国土交通省では、平成 26 年地下街等防災対策通知において、市町村に

対し、市町村地域防災計画に記載されている地下街・地下鉄及び接続ビル

等と地下で接続している建築物等についても市町村地域防災計画への位

置付けに努めることなどを要請 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 調査対象 139施設のうち、浸水想定区域内に所在する 101施設中、26施

設（25.7％）の名称等が未記載 

○ 未記載の理由として、市町村地域防災計画に定めるための独自の判定基

 

 

 

（国土交通省） 

→ 防火対象物における防火管理等が規定されている消防法の基準(注)を

参考にして市町村地域防災計画に地下街等を定めている4市区の事例を、

平成28年8月30日のガイドラインの公表と併せて国土交通省のホームペ

ージにおいて周知した。 

(注) 消防法第8条第1項、第8条の2第1項及び消防法施行令（昭和36年政
令第37号）第1条の2第3項において、防火管理者及び統括防火管理者
を定めなければならない地下街が規定されている。また、消防法施
行規則（昭和36年自治省令第6号）第12条第1項第8号において、消防
庁長官が定める基準に適合する総合操作盤を防火対象物の防災セン
ター等に設ける防火対象物として、延べ面積が1,000平方メートル以
上の地下街が規定されている。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
準を作成しており、当該施設は同基準の地下街と一体を成す施設に該当し

ない、水防法の逐条解説において示されている地下に設けられた不特定多

数の者が利用する施設の例を参考とした等としており、市区において、市

町村地域防災計画に記載する施設の判断が区々となっている状況 

 

 

 

 

 

（勧告要旨） 

② 国土交通省は、市町村に対し、施設所有者等における避難確保・

浸水防止計画の作成を促進するために必要な指示等を行うよう助言

すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 市町村地域防災計画に名称等を定められた施設の所有者又は管理者（以

下「施設所有者等」という。）は、水防法第 15条の 2第 1項に基づき、単

独で又は共同して、避難確保・浸水防止計画を作成しなければならないと

されている。 

○ 市町村長は、同法第 15 条第 3 項に基づき、市町村地域防災計画に名称

等を定められた連続する 2以上の地下街等の施設所有者等に対し、避難確

保・浸水防止計画を共同して作成することを勧告することができる。 

 

＜調査結果の概要＞ 

○ 国土交通省の調査によると、平成 27年 3月 31日現在、市町村地域防災

計画に名称等が記載されている 1,084 地下街等のうち、避難確保・浸水防

止計画を作成しているものは 467 施設所有者等（43.1％）、避難確保計画

を作成しているものは 667施設所有者等（61.5％） 

○ 未作成の理由として、計画を作成する必要があることを承知していなか

(国土交通省) 

→ 水防法第15条の2第6項の規定に基づく指示を行うことについて市町村

に助言するよう都道府県宛てに室長通知を発出した。 
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勧告事項 関係府省が講じた改善措置状況 
った、浸水防止計画の作成について市からの要請がなかったなどが挙げら

れ、避難確保・浸水防止計画の作成についての施設所有者等の認識が不十

分となっており、市町村における施設所有者等に対する計画の作成促進に

向けた指示が必要 
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